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企業フィロソフィー

当社グループは、「Enrich Your Life」という企業フィロソフィーを掲げております。

当社に関わるステークホルダーの物心両面の豊かさを実現するための取り組みを推進してまいります。
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人生を豊かにする会社

お客様と共に
With our Customersお客様と共に

With our Customers

取引先と共に
With our Partners

従業員と共に
With our Employees

株主と共に
With our Shareholders

社会と共に
With our Society

行動規範

信頼され、社会的存在意義のある企業グループであり続けるために、グループ行動規範を定めます。健全な経営を維持し、独創的発想により新たな価値を

世の中に提供していくことを目指します。そのために、常に5つの「共に」を意識し、自らを律します。
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01 企業情報 （1）会社概要

会社名 山八商事株式会社

代表者 鈴木 俊介

本店所在地 愛知県蒲郡市宝町3番12号

本社（事務連絡先） 愛知県名古屋市中区栄二丁目３番１号名古屋広小路ビルヂング17階

設立年月日 1967年12月23日

従業員数 30名（嘱託従業員、パートタイマー含む：2026年２月末現在）

決算期 8月末日

事業内容 商業用不動産の開発・賃貸・売却等

資本金 1億円

子会社 16社（2026年２月末現在）
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不動産事業 物件別子会社

会社概要 株式の状況

正式名称
設立
年月日

決算
資本金
（百万円）

発行済株数
（株）

合同会社
ワイズワン旭川

2016年
4月25日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン和歌山小雑賀

2020年
2月25日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン香川丸亀

2021年
6月25日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン刈谷今川

2021年
9月10日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン三重松阪

2022年
3月4日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン札幌手稲

2022年
3月4日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン相模原緑

2022年
9月1日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン千葉船橋

2022年
9月1日

8月 5 －

会社概要 株式の状況

正式名称
設立
年月日

決算
資本金
（百万円）

発行済株数
（株）

株式会社ツノダ
2022年

11月25日
(M&A取得)

8月 5 10,148

合同会社
ワイズワン豊川国府

2023年
4月10日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン名古屋東

2023年
6月1日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン三重川越

2023年
6月５日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン東郷中央

2023年
6月23日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン愛知

2024年
2月20日

8月 5 －

合同会社
ワイズワン名古屋天白

2024年
4月19日

8月 5 －

株式会社
ワイズウェルネス

2024年
12月20日

8月 20 400

01 企業情報 （2）グループ会社基本情報
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2026年２月28日現在



02 上場目的について
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「段階的な上場」により、成長に歪みが生じないペースで上場企業

水準の管理体制を維持します。

■内部統制の確立：監査法人やJ-Adviserの指導のもと、不動産業特有のリス

ク管理やコンプライアンス体制、長い社歴の中で作られた各種規程を見直し、整

備します。

■無理のないステップアップ: 段階を踏むことで、急激なコスト増や業務負荷を

抑えつつ、役職員に対して意識改革を促します。

直接金融（新株発行）とあわせて、「信用力の向上」を活かした間

接金融（銀行融資）を強化します。

■デットファイナンスの優位性: 上場による情報の透明性確保が、金融機関

からの格付け向上、借入枠の拡大、金利条件の適正化に直結します。

■将来の基盤整備: 一般市場へのステップアップ時に自己資本の充実を図

り、大型の開発案件に対応できる大規模な資本を確保するための体制を整

備します。

社会的信用力の獲得により、不動産取引における「競争優位性」

向上を目指します。

■取引機会の創出： 信用力を背景に、大手企業や一般顧客からの優良物件

情報の収集力を高めます。

■社会的インフラへの参画： 信用格付けを要件とする公共案件や、大規模再

開発プロジェクトへの参画機会の拡大を図ります。

企業の持続的な成長に不可欠な優秀な人材の確保を実現します。

■採用力の強化: 「上場企業」の知名度を活かし、より優秀な人材を安定的

に確保します。

■定着率の向上: ストック・オプションの活用、透明性の高い評価制度への

改善により、従業員のエンゲージメントを高め、離職率の低下（リテンション

強化）を図ります。

01 一般市場への上場準備 02 資金調達能力の向上

03 社会的信用力の向上 04 人材と組織の持続可能性
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現 在

基盤構築と上場準備

・ガバナンス体制の確立

・事業構造転換

・資金調達能力の向上

・社会的信用力向上と競争優位性

・経営体制の高度化

・人材と組織の持続可能性

・企業価値の最大化

・多様な投資家へのアクセス

・社会的知名度の拡大

・成長の加速

東証スタンダード
市場・名証メイン市
場上場を目指す

（数年内想定）

TPM上場後、数年内に東証スタンダード市場・名証メイン市場への上場を目指す

TPM上場

現 在 TPM上場
成長・準備期間
（数年内想定）

東証スタンダード市場・
名証メイン市場上場 （目標）

03 一般市場上場への上場
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04 中長期的な成長目標・成長戦略

中長期的な成長目標・成長戦略

都心の中・小規模なリノベーションベース物件に着目し、自

社主導で再生・活用企画、改修工事、リーシングを行うこと

で、収益改善・バリューアップした物件を販売するモデルを

推進します。

不動産M&A等で売却した後も、継続して収益不動産の収

益を確保する運営・管理業務（プロパティマネジメント）を

行うことで、取引の満足度向上と安定的な収益確保の両

立を図ります。

保有する商業施設内でのフィットネスジム運営に加え、

2026年8月期にはスーパー銭湯の運営開始を予定して

おります。これにより、既存不動産の価値向上と新たな収

益源の確立を狙います。

アセットタイプの多様化と都市部への投資

現在、保有資産がロードサイド型商業施設や地方エリアに

偏っているため、今後はオフィス物件など商業施設以外の

アセットや、都市部物件の比率を高めることで、事業ポート

フォリオを充実させます。

「バリューアップモデル」の推進

プロパティマネジメントによる収益機会拡大 不動産附帯業務による収益基盤の多角化



将来の
目標

M&Aモデルの収益認識基準
確認

大型M＆A実行により成長性
を確保

規模拡大に対応できる資金
管理体制の構築

繊維事業を事業譲渡により
不動産事業に集中

賃貸収入の安定と
売却益の拡大
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成長戦略の
見直し

04 中長期的な成長目標・成長戦略

出店意欲が旺盛な取引先との
関係強化

豊富な物件情報による好条件
の獲得

直接金融、間接金融 共に
想定した資金調達力の強化

バリューアップモデルの推進

プロパティマネジメントによる
収益機会拡大

成長の
加速

商業不動産以外の物件を取得
し、アセットタイプを多様化

M&A後の連結統合作業に
注力

不動産附帯業務の立ち上げに
注力

不動産附帯業務による既存不
動産の価値向上

繊維事業譲渡のフォロー

実績の
積み上げ

上場による成長戦略の加速

現 在
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05 当社グループのビジネスモデル

グループ全体での安定と成長を両立するビジネスモデル

保有する商業施設内でのフィットネスジム運営や太陽光発電

による売電を行い、資産の有効活用と収益機会の拡大を

図っています。

賃料収益（インカムゲイン） 不動産売却収入（キャピタルゲイン）

「物件別子会社」方式と不動産M&Aモデル 収益基盤の多角化

物件ごとに子会社を設立して保有する形態です。出口戦略と

して、不動産現物の売却だけでなく、不動産を保有する子会

社自体を売却する「不動産M&A形式（持分（株式）譲渡）」とい

う独自モデルを構築し、一般事業会社等に対しても透明性の

高い投資環境の提供を図っています。

全国（特に中部圏）のロードサイ

ド型商業施設、オフィスビルなど

の安定した

「賃料収益」

保有不動産の

売却による

「不動産売却収入」

M&A売却益（キャピタルゲイン）

不動産を保有する子会社を設立

し、持分（株式）譲渡により不動

産M&Aを実施する

「関係会社株式

売却益」



11

運用ノウハウがなく
業者任せになりがち

不動産投資はトラブルが多い・信用できない…

想定外の
コストや損失

取引前に得られる
情報が少ない

物件取得者や投資家がより納得できる情報を提供するために…

M&Aにおけるデューデリジェンス（※）の基準を採用。

従来より透明性の高い取引が可能に！

物件別子会社方式 を推進

(※) 投資対象となる企業や投資先の経営の実態・内容を事前に把握して、価値やリスクなどを調査すること

不動産投資の課題

05 当社グループのビジネスモデル
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不動産仲介業者
（物件情報）

建設会社
（建築・情報リソース）

取引金融機関
（資金調達）

物件調達ルート

テナント持込

M&A仲介業者
（法人売却仲介）

税理士法人
（税務ノウハウ

・相続ニーズ対応）

売却ルート

不動産仲介業者
（物件情報）

物件情報入手
及び

事業計画立案

自社保有又は
子会社設立及び
投資実行

一定期間
保有・運用

保有子会社の
持分（株式）譲渡による

M&A

売却手法

不動産現物売却

売却先

超富裕層
不動産
会社

一般企業
機関
投資家

賃 貸 収 益 売 却 益+

当社による保有の場合は不動産現物売却、物件別子会社方式での保有の場合は、

保有子会社の持分（株式）譲渡によるM&Aと不動産現物売却の二つの手法での売却が可能です。

05 当社グループのビジネスモデル
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１兆円以上 6社
三井不動産 三菱地所

1,000億以上 18社
野村不動産 ヒューリック 他

500億円以上 23社
霞が関キャピタル ランドネット他

市場規模 58.8兆円
財務省「年次別法人企業統計

調査（令和6年度）」

全国の用途別地価変動率(前期比%)

出典：日本不動産研究所，市街地価格指数

出典：strainer
不動産業 売上高ランキング

不動産業界の市場規模は堅調な推移を見せており、2025年は売上高ベースで約60兆円規模と想定されます。2025年1月1日時点の公示地価は

全国平均で4年連続の上昇となり、上昇幅は昨年の2.3％から拡大しています。特に三大都市圏の商業地では前年比7.1%の大幅な上昇を記録しま

した。市場は都市部主導の「二極化」から、地域特性を活かした「多極化」へ移行。地方でもロードサイドや物流施設の需要は堅調です。新築価格高騰

により既存ビルの再生・リノベーション市場が拡大する一方、投資意欲は依然高く、オフィスやホテル等幅広い分野で取引が活発化しています。

市場環境

06 市場環境・競争優位性・リスク

出典：「不動産データブック2025」不動産流通センター研究所、 「2025年公示地価の動向と不動産マーケットの現状」三井住友トラスト不動産
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市場環境・競争優位性

06 市場環境・競争優位性・リスク

「不動産M&A」スキームにより、通常の宅建業者ルートに加え、金融

機関や税理士、M&A仲介会社など、多様な売却ルートを用いた売

却を検討・採用することができます。

保有子会社の持分（株式）譲渡によるM&Aにおけるデューデリジェ

ンスにより、一般的な不動産取引よりも情報開示の透明性の高い取

引を実現しており、投資家や金融機関からの信用力に繋がっていま

す。

「物件単位の独立採算による透明性」と「テナントとの直接的な関係

性」が、複雑な不動産取引における判断スピードを高め、他社に対

する競争優位性を生み出しています。

テナントとのネットワーク

当社グループは、5億〜20億円規模の商業・オフィス不動産を中心に

対応することで、強固なテナントとのネットワークを構築し、各店舗運

営会社と強い信頼関係を築いています。これにより、新店舗の出店情

報を早期に把握したり、直接物件保有の打診を受けたりすることで、

良好な条件での物件取得を可能にしています。

柔軟な出口戦略

透明性の高さ 迅速な意思決定
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実現にあたってのリスク

有利子負債への依存度 経済環境の変動

成長戦略を推進する上で、当社グループは以下の外部・内部要因によるリスクを認識しています。

金融機関からの借入金によって物件の取得資金を調達しており、総

資産に占める有利子負債が常に一定程度あることから、金融機関の

融資姿勢により資金繰り等に影響を受ける場合があります。

景気変動、国内外の経済状況の変化、為替変動、金利水準の上昇、

少子高齢化及び人口減少等は、不動産需要の低下、市況の悪化に

よる地価の下落、個人消費の低迷等をもたらす可能性があります。

ビジネスモデルによる収益計上方法の差異 法的規制の変更

宅地建物取引業法や都市計画法に加え、歴史の浅いM&A市場に

関する法令改正や規制強化が生じた場合、当社グループのビジネ

スモデルが影響を受ける可能性があります。

経営成績の変動 競争の激化

不動産１件当たりの取引金額が多額であることから、当社グループ全

体の売上高に占める割合が大きく、また売却時期のずれ等が経営成

績に与える影響が大きい状況にあります。

物件取得において大手デベロッパーや多くの中小不動産会社と競

合しており、競争激化による利幅の縮小や、金融機関の融資姿勢の

引き締めの可能性があります。

06 市場環境・競争優位性・リスク

保有子会社の持分（株式）譲渡によるM&A売却は収益認識基準上、

売上ではなく特別損益として計上されるため、当初想定した売却方

法から変更が生じた際には、財務諸表上の収益計上表記に影響を与

える場合があります。


	FREE POWERPOINT TEMPLATE
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15


